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要約

顧客の行動の変容とともに，サービス利用は変化する。とりわけ新型コロナウィルスの感染拡大は，顧客の行動を変容させ
ており，サービス利用は外的な環境要因にも影響を受けることを鮮明にしている。そこで本研究は，こうした外的要因の影響を
踏まえた，サービス利用の効果をどのように説明できるのかについて，検討を進める。主に顧客理解に基づくサービス・マーケ
ティング研究の進展を確認したうえで，必要な議論を展開する。さらに，サービスは顧客の認識が重要になるほか，顧客の日
常における位置づけとともに価値が異なってしまう。そこで，事例研究を展開するために必要な研究の手法にも言及することで，
さまざまな現象を踏まえた研究の可能性を示している。
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I.	 研究の背景と目的

1.	研究の背景
新型コロナウィルスの感染拡大が，顧客の行動の変容を

もたらし，外食を中心とする飲食サービスの存立を脅かして
いる。緊急事態宣言の発令に伴い，多くの店舗が臨時休
業や営業時間の短縮を余儀なくされたほか，2020 年 6月に
緊急事態宣言が解除されてからも，新規感染者数が再び
増加し始め，飲食を目的とした消費は大幅に減少している。
日本全国にチェーン店を有する飲食サービス企業は相次い
で閉店を決定し，経営破たんに追い込まれる企業も少なくな
い。

こうした飲食サービス企業の苦境は，感染リスクを回避す
る顧客の行動が顕在化したからである。新型コロナウィル
スの感染拡大と，それに伴う緊急事態宣言という外的環境
の要因が，行動の変容を促した結果，顧客は外食を遠ざけ
るようになったといえる。結果として，企業が用意するサービ
ス提案は支持されない状況が顕在化している。

しかしながら，顧客は行動の変容をどのように受け止めて
いるだろうか。飲食サービスを敬遠し，利用しない習慣が定
着するかもしれないし，かつての日常が戻ってきたら，それま

でと同じように利用したいと考える顧客もいるだろう。その背
景には，それぞれ異なる動機や理由が存在し，それによって
コロナ収束後の行動も異なるに違いない。つまり，企業が提
供するサービスは，行動の変容をもたらすものにも影響を受
けるが，再び支持されるならば，それはサービス利用の背景
とともに成立すると考えることができる。あるいは支持されな
い場合にも，行動が変容する背景とともに適切なサービスの
検討が求められる。いずれにせよサービスの効果を説明す
るためには，顧客のサービス利用の背景も踏まえた検討が
必要になる。

2.	サービス・マーケティング研究の動向
アカデミアは，サービスの効果をどのように説明する手段

を確立してきただろう。サービスを扱う研究を蓄積してきた
をマーケティング領域では，顧客満足度の指数が開発され，
大きな進展が見られた。米国で開発されたACSI（米国顧
客満足度指数）に続き，日本においてもJCSI（日本版顧客
満足度指数）が開発され，6つの指数（「顧客満足」「顧
客期待」「知覚品質」「顧客価値」「クチコミ」「ロイヤル
ティ」）によって顧客満足の原因と結果の検討が可能になっ
ている（小野 , 2010; 南・小川 , 2010）。この顧客満足度
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の指数は，サービスの効果を客観的に捉えるものとして広く
普及しており，サービス・エクセレンスへの言及や（小野 , 
2016），スイッチング・バリアとしての有効性の検討など（酒
井 , 2010; 2012）の研究成果に到達している。これら研究
によって，サービスは顧客維持戦略として有効であり，収益
性の推進力であることを明確にした。こうしたサービス・マー
ケティング研究の潮流は日本に限ったものではなく，世界規
模で進展していったのである（Rosenbaum, 2015）。

ところが，Vargo and Lusch（2004）の示したサービス・
ドミナント・ロジック（S-Dロジック）は，それまでのサービス
の認識をあらためる契機をもたらした。S-Dロジックにおける
顧客は価値共創の担い手となる。顧客のナレッジやスキル
に応じてサービス交換が生じることから，価値共創への到
達が重要になる。このとき，顧客の価値を事前に規定するこ
とはできないのであり，S-Dロジックが示す認識に基づくと，
価値共創に向けた企業の姿勢を新たに検討する必要があ
る。

さらにS-Dロジックを批判的に検討し，顧客理解に基づく
ビジネス・ロジックの構築が推進されている（Grönroos, 
2011； Grönroos and Voima, 2013； Heinonen et al., 
2010; Heinonen and Strandvik, 2015）。こうした研究の
傾向はノルディック学派において顕著であり，彼らは伝統的
に企業と顧客との主体間の関係が連続したインタラクション
に注目することで，成果の獲得を捉えようとしている（今村 , 
2016）。とりわけ，インタラクションが連続して成立するためは
顧客の意志や能力が不可欠であり，サービスの可能性を顧
客に委ねることすら必要となる（徐・今村 , 2018）。

3.	研究の目的
これらを踏まえ，価値共創といった顧客との関係に基づく

サービスの効果を説明するためには，必ずしも従来のサー
ビス・マーケティング研究の潮流に留まらない，インタラクショ
ンが有する意味の認識にも検討を拡張する必要がある。な
ぜなら，サービスが存立し機能すること自体が重要であり，
顧客にとっての価値から効果が説明できなければならない
からである。ただし顧客にとっての価値は，サービス利用の

背景と結びついており，購買といった特定の行動だけで評
価することはできない。したがって，新たにサービスの効果
を説明するために必要な視点について，学術的な研究の
進展を確認したうえで，必要な議論を展開しなければならな
い。

そこで本研究では，サービス利用の背景を踏まえたうえ
で，サービスの効果をどのように説明できるのかという目的を
設定する。特に，インタラクションが一連のサービスとして機
能し，顧客にとっての価値として認識されるに至ることをどの
ように説明できるのかを考察する。主としてノルディック学派
の知見を整理すべく文献研究を中心としながら，事例研究
を展開するために必要な分析アプローチに言及し，サービ
スの効果をどのように示すことがマーケティング研究におい
て意義をもたらすのか，積極的な議論を展開する。

II.	 ノルディック学派の 
サービス・マーケティング研究の展開

1.	プロセスへの注目
ノルディック学派を代表する研究者であるGrönroos

（1982）は，消費財とサービスの違いから議論を始める。
消費財は事前に企業が生産しておき，顧客は購買によって
それを手にして消費することができる。このとき，消費財を扱
う企業にとって，生産と消費が同時に生じることはないため，
生産が消費に，あるいは消費が生産に影響を与えることは
ない。しかし，サービスの消費者は，企業の生産プロセスに
参加する。したがってサービスの場合は，消費財の場合と
同じマーケティングの機能を必要としない。

また，サービスを消費する顧客は，サービス・プロバイダ
のサービス生産の原動力でもある。したがって，顧客はサー
ビス生産のための資源とプロセスから影響を受ける。また，
同時におこる生産と消費のプロセスのなかで発生する出
来事に確実に影響を受け，自らの行動によって生産プロセ
スに影響を与える。つまり，サービス・プロバイダと顧客との
主体間の関係は，インタラクションによってつながるだけでな
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く，それが連続してプロセスとして機能することで影響を持
つようになる。すると，サービスの消費は結果の消費という
よりむしろプロセス消費である。サービスの消費と生産は，
常に顧客のサービスの知覚と長期購買行為と関連している

（Grönroos, 1999）。こうしてGrönroosは，サービス生産
と消費の同時性に注目し，当初より主体間の関係を離れた
ものとして検討すべきでないことを指摘してきたのである。

2.	ジョイント領域における価値共創
このサービス生産と消費が同時に生じるインタラクション

の場こそ，サービスの利用価値（Value-in-use）が創造さ
れる起点となる。この場とはジョイント領域であり，サービスを
考えるうえで価値共創が可能になるのもジョイント領域であ
るというのが，Grönroos and Voima（2013）の指摘である

（図表 1）。
価値共創の所在がジョイント領域にあるとする考え方は，

S-Dロジックを批判する中で示されたものである。これは，
S-Dロジックが有形財の提供においても価値共創が実現す
るとしたことを受けて，Grönroos and Voima（2013）は直
接的なインタラクションが生じる領域にだけ，価値共創が可

能になるとする考えを示したのである。この直接的なインタ
ラクションが生じる時空間こそジョイント領域であり，それはま
さに企業と顧客との接点である。ジョイント領域だけがサー
ビス生産と消費が同時に生じる唯一の時空間であり，この
考え方はノルディック学派のサービス・マーケティング研究
において一貫した認識となっているからこそ，彼らは従来の
研究の蓄積に基づいてS-Dロジックを批判したのである。

このほか，サービスの利用価値は顧客自身が創造するも
のであり，それは企業の管理下にない。企業はこの価値を
促進することしかできない。図表 2はアクターによる価値の
捉え方の違いとインタラクションの特徴をまとめたものである。
ここにあるように，Grönroos and Voima（2013）は直接的
なインタラクションが重要である一方で，サービスの展開によ
るプロセスが，間接的なインタラクションに向けられたもので
あることを示している。

図表 1　ジョイント領域とサービスの利用価値

出所：Grönroos and Voima（2013）p.136.
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こうしたGrönroosやVoimaの主張には，企業の価値促
進の限界を指摘するだけでなく，顧客が経験を通じて価値
を認識するという考えに基づき，顧客との接点の重要性を
明確にするねらいがある（Grönroos, 2011）。この顧客と
の接点は連続することが望ましく，連続した関係であれば，
絶えずの経験に沿ったサービス提供が可能になる。この顧
客とのリレーションシップについても，ノルディック学派は独自
の視点によって検討を重ねてきたのである。

3.	リレーションシップ・コミュニケーション
ところで，ノルディック学派はリレーションシップ・マーケティ

ングをマーケティング研究の一領域とするのではなく，むし
ろ前提として捉えようとしている。Grönroos（1989）は，リ
レーションシップをベースにしたマーケティングが，顧客との
関係を確立，維持，強化，そして営利化するものとした。さら
にGrönroos（1999）は，リレーションシップをマーケティング
の基礎と位置づけ，顧客維持が顧客獲得と同様に重要だ

と考えるとき，マーケティングとその効果の分析，計画，実行，
モニタリングのための新しい構造が必要だとしている。この
ようにGrönroosは，マーケティングの目的自体を，顧客との
関係の確立や維持をねらいとしたリレーションシップで説明
できるとし，サービスの成果もこの視点で確認できると認識し
ている。

こうした理解に基づけば，顧客とのインタラクションもリ
レーションシップのレベルで検討する必要がある。この問
題意識に基づくモデル開発に取り組んだのが，Finne and 
Grönroos（2009; 2017）である。彼らは，Schultz（2003）
やDuncan（2005）が示した統合型マーケティング・コミュ
ニケーション（IMC）の検討において不十分な，リレーション
シップ・コミュニケーションのおける顧客側の認識に注目す
る。そのうえで，図表 3のようにサービスが持つ意味は顧客
が統合するとし，コミュニケーションによる個別の価値が重要
になることを指摘している。

図表 2　直接的および間接的なインタラクション：顧客およびサービス・プロバイダの役割の定義
領域 プロバイダ領域 ジョイント領域 顧客領域

アクター サービス・ 
プロバイダ

サービス・ 
プロバイダ 顧客 顧客 

（個別の単位）
顧客 

（まとまった単位）

価値 潜在的な
サービスの利用価値 サービスの利用価値

インタラクションの 
側面 間接的 直接的 間接的

価値の捉え方 価値促進 価値共創 価値共創または 
価値創造 独立した価値創造 独立した社会的 

価値の共創

インタラクションの 
特徴

サービス・プロバイ
ダは，資源あるいは
プロセスを伴う顧客
の価値創造を容易
にする（例：生産し
配信する）

サービス・プロバイ
ダの資源やプロセ
ス，成果は，管理さ
れたダイアログ・プ
ロセスで顧客の資源
あるいはプロセスと
インタラクションす
る

顧客の資源あるいは
プロセスは，統合さ
れた対話プロセスに
よって，サービス・
プロバイダの資源，
プロセスあるいは成
果とインタラクション
する

サービス・プロバイ
ダの資源あるいはプ
ロセスによって，独
立した（個人的また
は社会的な）価値
創造プロセスにおい
て，顧客の資源，成
果（可視化される
ものから精神的なも
のまで）とインタラク
ションする

ほかのアクターやア
クティビティ，資源
は，集団的あるいは
社会的な価値創造
プロセスにおいて，
顧客の資源あるいは
プロセス，成果（可
視化されるものから
精神的なものまで）
とインタラクションす
る

出所：Grönroos and Voima（2013）p.143 筆者修正
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サービスによるインタラクションは，サービスを必要とする顧
客の内部要因と外部要因に影響を受けている。また，過去
のインタラクションの経験や未来の見通しによって，サービス
は機能するといえる。図表 3にある4つの側面を顧客が統
合しセンスを生成しながらサービスのインタラクションが機能
するのであり，それはコミュニケーションによって個別の価値
として認識される。このとき，サービスは顧客にとって，状況
やコンテクスト，そして時間の拡張によって異なる，特徴的な
意味として創造される。この見解に基づけば，企業はサービ
スの効果がどのような意味として認識されているのかにつ
いて，検討しなければならないことを示唆している。とりわけ
解明しなければならないのは，個別の価値であり，それがリ
レーションシップにどのように反映されているのかが重要に
なる。

4.	価値の根拠
ノルディック学派の研究者らは，現象としてのサービスを

幅広く研究の対象にしながらも，直ちに企業側の価値提案
に必要な含意の獲得に向けた議論を展開しない。むしろ，
サービスの利用価値をどのように説明できるのかについて，
丹念な検討が続いている。その中には，サービスがもたらす
意味とは何か，利用価値への影響をどのように説明できる
のかを論じるものがある。

顧客とのリレーションシップにおいてサービスが機能する

ためには，価値の根拠の探究が必要であり，このことに基
づいて企業はサービスを提供しなければならない。企業は
サービスの利用価値に訴求する活動を展開する必要があ
る。つまり，利用価値の根拠に気づかなければ，望ましい
サービス提供を特定できないといえ，価値の根拠をどのよう
に認識すればよいかが課題になる。

この価値の根拠について，Grönroos（2008）は顧客が
利用可能なほかのリソースおよび顧客自身が保有するスキ
ルを用いることで，価値の根拠が追加されて，価値の実現
が行われるとする。この主張もまた，S-Dロジックの批判に
基づくサービス・ロジックの説明において示されたものであ
り，あくまで価値はサービスの消費の場面で価値が生まれる
ことを前提としている。さらにGrönroos and Helle（2010）
は，通常サービス提供者の価値促進が顧客の価値創造の
根拠になり得るが，この顧客の価値創造活動は，企業による
価値促進が始まる前に行われることもあると指摘した。この
ことは，サービス利用の前提までが価値に作用することを意
味している。これらはいずれも，顧客が利用するリソースや
スキルが作用する領域にも価値の根拠があり得るとしてい
る点に特徴がある。つまり，価値創造の根拠を記述しようと
すれば，必ずしも企業のオファリングに限定することはできな
いほか，顧客のリソースやスキルの動員を踏まえなければ説
明できないといえる。

図表 3　リレーションシップ・コミュニケーション・モデル

出所：Finne and Grönroos（2017）p.457.
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5.	小括
ここまでの内容からは，サービス生産と消費の同時性から

インタラクションやプロセスへの注目を重視し，リレーションシッ
プはマーケティングの前提であるとするなど，独自の視点を
確立しながら検討が進んでいることが明らかだった。これこ
そ，ノルディック学派の研究の大きな特徴である。製品中心
のマーケティング論理と異なり，サービスの存立を顧客から
の支持とともに説明しようとする。近年は，S-Dロジックの批
判的検討を通じて，利用価値への言及が増加しているが，
それはS-Dロジックの鍵概念が価値共創だったからであ
る。顧客の関与があってはじめてサービスのプロセスが成
立することを，適切に説明するための挑戦が続けられてい
る。

製品中心のマーケティングは，製品固有の機能や特性を
通じて提供される価値に関心があり，価値の訴求や浸透が
マーケティングの課題となってきたのである。しかしながら，
サービス中心のマーケティングは，プロバイダと顧客とのイン
タラクションを通じてもたらされる価値に関心があり，価値の
共創を起点とした価値の根拠がマーケティングの課題にな
り得る。このとき，製品中心のマーケティングは，製品とととも
に顧客の日常が存在し，その中で製品が必要とされてきた
にもかかわらず，存在論的な価値の検討が不足している。
一方のサービス中心のマーケティングにおいても，顧客のア

クティビティによってサービスのインタラクションが説明できる
にも関わらず，アクティビティが示唆する意味論的あるいは
記号論的な価値の検討が進んでいない（図表 4）。さらに，
顧客（消費者）中心の論理に基づく検討を推進するため
には，製品中心のマーケティングでもサービス中心のマーケ
ティングでも十分でなく，顧客中心の視点を確立しなければ
ならない。したがって，これらを踏まえて顧客にとっての価値
が存在することを想定し，両者のマーケティングの問題を横
断的に検討しない限り，説明できないといえる。

Anker et al.（2013）は，製品中心の論理とサービス中
心の論理の違いを明らかにしたうえで，異なる価値命題に
対し存在論プロセスや再現性に違いを有しながら，未整理
なままマーケティング研究が推進されてきたことを批判して
いる（図表 5）。さらに，顧客（消費者）中心のマーケティン
グ論理を確立しようとする場合，製品中心やサービス中心の
いずれかでなく，顧客中心のアクティビティから存在論的価
値や意味論・記号論的価値の解明を進める必要があるこ
とを示している1）。この指摘は，企業活動の成果を顧客から
の支持によって説明することの意義を確認するものの，この
視点だけでは完全に現象を客体化できないというものであ
る。図表 5中の「他動詞」「間主観」は，プロバイダからみ
た視点でありつつ，それだけでは説明できないことを意味し
ている。

図表 4　顧客（消費者）中心の論理や顧客（消費者）価値を検討するための視点

出所：Anker et al.（2013）p.536.
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これらを合わせて考えると，存在論的価値の検討に加え，
意味論・記号論的価値の検討を踏まえた横断的な検討が
可能にならなければ，広義におけるサービスの効果を説明
する手段を持つことはできないといえる。ただし，安易に主
観を受容したのでは，現象を適切に検討したとは言えない。
つまり，この指摘だけでは方法論的示唆に乏しいといえ，新
しい研究に必要な方法論の考え方を持たなくてはならな
い。

III.	経験的構成主義に基づく研究の展開

いうまでもなくマーケティングは社会科学の領域に属して
おり，現代の社会科学は科学的実在論を前提として進展し
てきた。この科学的実在論とは，人間が科学的に研究対象
にある秩序について知り得ることを認める考え方である。研
究を進めるうえで，一般的な認識が形成され，成果の共有
が可能な研究であることが重要になる。そのため研究の手
続きにおいても，一般化が可能な検討方法が選択される必
要がある。ところが，サービスの効果をめぐって顧客のアク
ティビティを研究の対象にする場合，アクティビティの存在を
どう認識するかによって検討は大きく異なっていく。現象が
持つ意味をどのように検討できるだろう。

こうした問題に対処するための手法として，経験的構成
主 義 の 考え方 がある。この 考え方は，van Fraassen

（1980）の主張に示されており，科学的な理論を見出すこと
だけが科学の目的ではないとする考え方に由来している。

むしろ，そのような目的を果たすことよりも，できるだけ多くの
観察可能な心理が帰結するような理論を構成して，「現象
を救う」ことが科学の目的であると考えることで，さまざまな
現象への観察を是とする特徴がある。この経験的構成主
義の考え方は，科学的実在論が実証主義を採用し，さもなく
ば解釈主義を採用しなければならないという，二項対立的
な議論に一石を投じるものになった。この経験的構成主義
は，批判的実在論のひとつであり2），科学の目的を，科学的
実在論者が追い求める真なる理論の導出と同じと考えな
い。むしろ，批判的実在論者は経験的十全性を採用するこ
とで，現象への注目による多くの発見を求めている。

Anker et al.（2013）によれば，サービス中心の論理を研
究対象とする場合，プロバイダ主導の間主観論の視点が重
要になるというが，ここまでの整理に基づくと，批判的実在論
に位置づけた検討が有効になる。経験的な発見を豊富化
させた研究の手法を採用しなければ，さまざまな現象への
注目が実現しない。意味論・記号論的価値の検討につい
ても，同様の手法で検討することが必要になる。このように，
批判的実在論における構成的経験主義は，実証主義や科
学的実在論に対し慎重な態度をとり，例えば因果関係の解
明だけを研究の価値としない。むやみに主観を排除しない
検討を意識していることからも，実証主義と解釈主義の中
間に位置する研究の展開が求められるといえる。

図表 5　価値の所在にみる製品中心の論理とサービス中心の論理の違い
価値の所在 製品中心の論理 サービス中心の論理

価値の概念 製品価値 価値共創 , 価値促進
存在論的プロセス 製品主導の存在論 プロバイダ主導の間主観論

関係的な立場 自動詞としてのプロバイダと消費者との関係 必要不可欠な他動詞としてのプロバイダと顧客 
（消費者との関係）

製品やサービスの 
再現性 同種の再現性 異種の再現性

出所：Anker et al.（2013）p.544. 筆者修正
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IV.	ディスカッション

ノルディック学派のサービス・マーケティング研究は，サー
ビス生産と消費の同時性からインタラクションやプロセスへ
の注目を重視し，リレーションシップはマーケティングの前提
であるとするなど，独自の視点による検討が進展していた。
こうした研究の傾向は，顧客維持戦略のための含意獲得
や収益性の推進力としての検討を中心とする，一般的な
サービス・マーケティング研究の潮流とは異なるものであり，
サービスを必要とする顧客の状況やコンテクスト，そして時
間の拡張によって異なる，特徴的な意味にまで検討する性
質があった。

さらに，S-Dロジックの批判を通じて顧客が主体的に利用
するサービスの現象を説明すべく，顧客中心の論理に到達
するためのサービスがもたらす意味も研究の射程とする。こ
れら理論的含意を反映した研究を展開するためには，さま
ざまな「現象を救う」必要がある。サービスの意味を顧客
がどう認識しているかに加え，日常の暮らしの中でどのよう
に位置づけているかを研究の対象にするためには，研究の
手法から考えなければならない。サービスが複数の顧客を
対象にする以上，そして社会性を持つものであるからこそ，
実証主義か解釈主義かという二項対立的な議論に留まる
べきではない。サービス・プロバイダによる間主観的な認識
を研究に反映するなどしながら，さまざまな現象を包含した
研究を展開することによって，サービスの効果の幅広い検討
が可能になる。

ただし，経済学や経営学の領域においては，新古典派
経済学が主流であることもあり，批判的実在論に基づくアプ
ローチは一般的ではない。したがって，どのような事例研究
の展開が可能なのか，どのような研究仮説の発見が期待し
得るのかから検討しなければならない。つまり，サービスの
効果を検討するための分析アプローチの構築において重
要なこととは，サービス利用の背景を踏まえた丹念な現象へ
の注目であり，その関連や構造の解明である。顧客維持や
収益性の推進力に留まらない検討の推進が期待されるとい
える。

V.	 結語　－研究の豊富化に向けて－

本研究は，顧客との関係に基づくサービスの効果を説明
するために，学術的な研究の進展を確認したうえで，必要な
議論の展開を試みた。これは，新型コロナウィルスの感染拡
大によって鮮明になった，サービス利用の背景も踏まえた検
討の必要性によるものである。新たにサービスの効果を説
明するために必要な研究の手法にも言及することで，サー
ビスの効果を説明する新たな展望をもたらすことができた。

サービスが顧客の日常の暮らしに組み込まれて機能して
いる場合，暮らしに異変が生じるとサービス利用も変化す
る。サービスは単独で効果を獲得するとは言えず，むしろ日
常の暮らしの中にサービス利用があるからこそ，利便性や
合理性が説明できる。顧客にとって価値あるものであって
はじめてサービスの効果が確認できるのであり，ノルディック
学派の研究はこうした考え方に基づく理論構築だったこと
が確認できた。こうしたサービスの検討は，必ずしも新古典
派経済学が示した枠内にあるものではない。ここに，あらた
な研究手法の確立が求められるのであり，新たな分析アプ
ローチの手法はサービス・マーケティング研究において重
要なアプローチになるといえる。本研究は事例研究までを
示すものではないが，今後こうした研究が豊富化すること
で，さまざまな研究仮説の発見が可能になるといえる。本研
究はサービス利用を対象にした研究のために必要な視点を
整理するに留まっているが，実証主義に留まらない研究の
可能性を示すことによって，特徴的な研究の発展が期待で
きるのである。

注

1）	 マーケティング研究においては，ブランド連想やブランド・イメージ
を概念化したAaker（1991; 1996）らが，ブランドの意味論や解
釈論を検討したことが知られている。ただし，サービスは動態的
であり顧客を取り巻く環境も変化する。さらに，顧客がサービス利
用する際にインタラクションが生じ，顧客の認識によって意味が創
造されることを考えれば，研究の推進においては「必要不可欠
な他動詞としてのプロバイダ」の位置づけが重要になる。つまり，
サービス利用の動態と環境の変化を踏まえた顧客の認識に基づ
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くサービスが持つ意味の検討が求められるといえ，それは従来の
マーケティング研究にない手法の開発が求められる。

2）	 野村（2017）によれば，批判的実在論は19 世紀後半から20 世
紀初頭まで遡ることができるが，理論的に体系化されて認識論の
中に位置づけられるようになったのは，1970 年代以降のことであ
る。批判的実在論は実証主義とは異なり，目に見える事象ではな
く，その背後にはある目に見えない「構造」こそが重要であると
いう。ただし，目に見える事象を実証的に分析することで考察す
するのではなく，理論を用いて意図的に「構造」を明らかにする
必要があるとされる。
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